第１号様式（第５関係）
令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
申請者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付申請書
　令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第３条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　円
２　申請者の区分　　　　　□中小企業者　　□中小企業者以外
３　交付申請者概要
	会社等の概要
	本社所在地：
資本金額：　　　　　従業員数：　　　　業種：

	事業実施予定期間
	年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

	申請者連絡先
	担当者所属・氏名
TEL：　　　　　　　　　E-mail：

	同意事項
□に✓を入れて下さい
※同意しない場合は、  

申請はできません
	□設備導入に係る情報発信等、県事業への協力に同意します。

	添付書類
□に✓を入れて下さい

	□事業計画書（第２号様式）

□収支予算書（第３号様式）

□会社の概要がわかる書類（会社概要、パンフレット等）

□定款の写し（個人事業主は開業届）、法人の登記事項証明書

□直近２期分の確定申告書の写し

□導入設備設置予定位置の平面図
□導入設備設置予定箇所現況写真

□導入設備のメーカーや仕様、能力等が確認できる資料（カタログ等）

□見積書及び見積明細書の写し（原則２者以上の見積書）

□工程表

□県税納税証明書（県税について未納額が無いことの証明書）の写し

□省エネ診断等の結果又は申込に関する書類

□その他必要な書類


第２号様式（第５関係）
事業計画書
１　補助事業に係る対象設備等
	（１）設置場所等
需要家の敷地外に設置する場合、自営線により供給すること
	所在地：
事業所等名：

	（２）設備概要

	
	太陽光発電設備

	
	
	太陽電池モジュール
	公称最大出力合計
	　　　　　[kW]

	
	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	パワーコンディショナー
	定格出力合計
	　　　　　[kW]

	
	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	年間発電量見込み
	
	　　　　　　　［kWh]（年間）

	
	蓄電池
	蓄電容量
	　　　　　　　　　　　 [kWh]

	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	台数
	[台]


２　実施計画
（１）太陽光発電設備の導入効果
	区分
	①現行
	②設備導入後
（見込み）
	③導入効果
（①－②）

	設備導入事業所の年間電気消費量
	[kWh]
	[kWh]
	[kWh]

	二酸化炭素排出量
	[ｔ-CO2]
	[ｔ-CO2]
	[ｔ-CO2]


※二酸化炭素排出量は、環境省ホームページから電気事業者別排出係数一覧（令和7年提出用）を参照し、設備導入事業所の年間電気使用量に当該事業所の該当する排出係数を乗じて算出すること。
　
　【環境省ホームページ（電気事業者別排出係数一覧（令和7年提出用））】
　https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html
（２）費用効率性
	　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　円


※太陽光発電設備の補助対象経費計（第３号様式　収支予算書　２　経費区分別内訳表）を二酸化炭素排出削減量（（１）③）で除して算出すること。
（３）自家消費割合

	年間発電量見込
（①）
	年間の電力自家消費量見込（②）
	自家消費割合
（②/①×100）

	［kWh]
	［kWh]
	［％]


※補助事業により導入する発電設備で発電する電力量について記載すること。
第３号様式（第５関係）
収支予算書
１　総括表
　　（単位：円）
	①補助事業に
  要する経費
   （税抜き）※１
	②補助対象経費
 （税抜き）※２
	左の額の負担区分

	
	
	③補助金額　※３
	④自己負担額　※４
（①－③）

	
	
	
	


※１　当該事業を遂行するために必要な経費（実際に支払う金額）を税抜き価格で記入すること。

※２　補助事業に要する経費から補助対象とならない経費を除いた金額を税抜き価格で記入すること。

※３　補助対象経費に補助単価・補助率を乗じた金額を記入すること。ただし、補助金の額は補助限度額を超えないこと。なお、太陽光発電設備の補助金額は、太陽電池モジュール公称最大出力の合計値とパワーコンディショナーの定格出力の合計値のいずれか低い方で計算すること。
※４　補助事業に要する経費から補助金額を引いた金額を記入すること。
２　経費区分別内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費
区分
	経費区分
	補助事業に
要する経費
（税抜き）
	補助対象経費
（税抜き）
	補助金額
	積算根拠

	太陽光
発電設備
	工事費
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	蓄電池
	工事費
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※　別表３の補助対象経費のうち、該当するものについて記載すること。
※　税抜き価格で記載すること。
※　積算根拠は、別紙（任意様式）に記載すること。
第４号様式（第６関係）
　青企支第　　　　 号
令和　 年　 月　 日
　補助事業者 殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森県知事 

令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付決定通知書
令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金（以下「補助金」という。）については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）（以下「規則」という。）第４条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

記
１　補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　　月　　日付け令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付申請書に記載のとおりとする。 

２　補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとする。 

（１）補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円
（２）補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円
３  補助事業者は、規則及び令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付要綱で定めるところに従わなければならない。 

第５号様式（第７関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業
変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業について、下記のとおり変更したいので、令和７年度青森県事業者用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付要綱第７第１号の規定により、その承認を申請します。
記
１　変更の理由　
２　変更の内容
（注）変更の内容は、第２号様式、第３号様式に準じて変更前及び変更後が分かるように作成すること。
第６号様式（第７関係）
令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業
中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので、令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付要綱第７第２号の規定により、その承認を申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　中止の期間（廃止の時期）
３　補助事業の遂行状況
第７号様式（第７関係）
令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業
遅延（事故）報告書
令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業について、下記のとおり遅延（事故）があったので、令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金交付要綱第７第３号の規定により、報告します。
記
１　補助事業の進捗状況
２　補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　円
３　遅延（事故）の内容及び原因
４　遅延（事故）に対する措置
５　補助事業の遂行及び完了の予定
（注）遅延（事故）の理由を立証する書類を添付すること。
第８号様式（第８関係）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金
交付申請取下書
　
令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金について、下記の理由により交付の申請を取り下げます。
記
　取下げの理由
第９号様式（第１１関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金に係る
補助事業完了実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業が完了したので、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第１２条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。
記
１　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　３　添付書類
・実績報告書（第１０号様式）

・収支精算書（第１１号様式）

・財産管理台帳（第１２号様式）の写し
　・補助対象経費（設備購入、設置工事等）の支払証拠書類（通帳等）の写し
　　・補助対象経費（設備購入、設置工事等）の契約が確認できる書類（契約書等）の写し　
　・補助対象経費（設備購入、設置工事等）の内訳が確認できる書類（明細書等）の写し
　　・導入設備設置位置の平面図
・導入設備設置箇所現況写真（全体、標識、導入設備、型番などの写真）
・その他必要な書類
第１０号様式（第１１関係）
実績報告書
１　補助事業に係る対象設備等
	（１）設置場所等
需要家の敷地外に設置する場合、自営線により供給すること
	所在地：
事業所等名：

	（２）設備概要

	
	太陽光発電設備

	
	
	太陽電池モジュール
	公称最大出力合計
	　　　　　[kW]

	
	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	パワーコンディショナー
	定格出力合計
	　　　　　[kW]

	
	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	年間発電量見込み
	
	　　　　　　　［kWh]（年間）

	
	蓄電池
	蓄電容量
	　　　　　　　　　　　 [kWh]

	
	
	型式（メーカー）
	

	
	
	台数
	[台]


２　事業の着手及び完了日

	工事着工年月日
	工事完了年月日
	支払完了年月日

	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


第１１号様式（第１１関係）

収支精算書
１　総括表
（単位：円）
	①補助事業に
  要する経費
   （税抜き）※１
	②補助対象経費
  （税抜き）※２
	左の額の負担区分

	
	
	③補助金額　※３
	④自己負担額　※４
（①－③）

	（　　　　　）

	（　　　　　）

	（　　　　　）

	（　　　　　）



※１　当該事業を遂行するために必要な経費（実際に支払った金額）を税抜き価格で記入すること。

※２　補助事業に要する経費から補助対象とならない経費を除いた金額を税抜き価格で記入すること。

※３　補助対象経費に補助単価・補助率を乗じた金額を記入すること。ただし、補助金の額は補助限度額を超えないこと。なお、太陽光発電設備の補助金額は、太陽電池モジュール公称最大出力の合計値とパワーコンディショナーの定格出力の合計値のいずれか低い方で計算すること。
※４　補助事業に要する経費から補助金額を引いた金額を記入すること。
表中（　）内には交付申請書記載の予算額を記入し、その下段に実績額を記入すること。
２　経費区分別内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	経費区分
	補助事業に
要する経費
（税抜き）
	補助対象経費
（税抜き）
	補助金額
	積算根拠

	太陽光
発電設備
	工事費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	設備費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	業務費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	事務費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	計
	（　　　　）

	（　　　　）

	（　　　　）

	

	蓄電池
	工事費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	設備費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	業務費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	事務費
	（　　　　）

	（　　　　）

	
	

	
	計
	（　　　　）

	（　　　　）

	（　　　　）

	

	合　計
	
	
	
	


※　別表３の補助対象経費のうち、該当するものについて記載すること。
※　税抜き価格で記載すること。
※　積算根拠は、別紙（任意様式）に記載すること。
表中（　）内には交付申請書記載の予算額を記入し、その下段に実績額を記入すること。
第１２号様式（第１４関係）
　　令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金
請求書
　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金について、同補助金交付要綱第１４の規定により、下記のとおり請求します。
記
　１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円
　２　補助確定額　　　　　　　　　　　　　　円
　３　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　円

　振込先口座　　　　　金融機関　　　　　　　　　　　　　　銀行　　　　支店
　　　　　　　　　　　普通・当座の別　　　　普通 ・ 当座 

　　　　　　　　　　　口座番号 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　口座名義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１３号様式（第１５関係）
財産管理台帳
	名称
	規格
	数量
	取得
年月日
	取得等
金額
	経費の負担区分
	処分制限期間
	処分の状況
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	県補助金
	自己
資金
	その他
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	承認
年月日
	処分の
内容
	
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	
	
	
	
	
	　　


注１　「処分制限年月日」欄には、処分制限の終期を記載すること。
　２　「処分の内容」欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等の別を記載すること。
　３　「備考」欄には、譲渡先、交換先、貸付先及び抵当権者等の名称並びに補助金返還額を記載すること。
４　この様式により難い場合には、処分制限期間の欄及び処分の状況の欄を含んだ他の様式をもって財産管理台帳に替えることができること。
第１４号様式（第１７関係）

　令和　　年　　月　　日
　青森県知事　殿
補助事業者
（住　　所）
（名　　称）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　
令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金
利用実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　　号で交付決定の通知を受けた令和７年度青森県事業用自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金による導入設備の利用実績について、同補助金交付要綱第１７の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　報告期間
　　　年　月　～　年　月

２　太陽光発電設備の発電状況
	発電量
（①）
	電力自家消費量
（②）
	自家消費割合
（②/①×100）

	［kWh]
	［kWh]
	［％]


３　太陽光発電設備の導入効果
	区分
	①設備導入前
　（申請時の数値）
	②設備導入後

	③導入効果
  （①－②）

	設備導入事業所の年間電気消費量
	[kWh]
	[kWh]
	[kWh]

	二酸化炭素排出量
	[ｔ-CO2]
	[ｔ-CO2]
	[ｔ-CO2]


４　添付書類
（１）発電量を確認できる書類
（２）電力自家消費量を確認できる書類

